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(57)【要約】
【課題】検出精度の低下を防止すると共に、出力信号の
リニアリティ特性を担保可能な磁束検出ユニットを提供
する。
【解決手段】磁束検出ユニット３０は、被測定対象に流
れる電流により発生する磁束を検出する素子Ｈと、素子
Ｈが実装された基板３０Ａと、素子Ｈに電流を供給する
電源リードフレームＦ１と、素子Ｈで検出された磁束の
大きさに応じて発生した出力信号が出力される出力リー
ドフレームＦ２と、基板３０Ａが実装された実装面Ｆ４
Ｂが形成され、接地端子Ｆ４ａを含む接地リードフレー
ムＦ４と、を有する導電性のリードフレームＦと、を備
え、基板３０Ａには、素子Ｈに供給される電流とは異な
る補正電流を流す導電パターン３３が設けられている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被測定対象に流れる電流により発生する磁束を検出する素子と、
　前記素子が実装された基板と、
　前記素子に電流を供給する電源リードフレームと、前記素子で検出された磁束の大きさ
に応じて発生した出力信号が出力される出力リードフレームと、前記基板が実装された実
装面が形成され、接地端子を含む接地リードフレームと、を有する導電性のリードフレー
ムと、を備え、
　前記基板には、前記素子に供給される電流とは異なる補正電流を流す導電パターンが設
けられている磁束検出ユニット。
【請求項２】
　前記導電パターンは、前記素子を取り囲むように設けられている請求項１に記載の磁束
検出ユニット。
【請求項３】
　前記導電パターンに流す前記補正電流を制御する制御部をさらに備え、
　前記制御部は、前記実装面に発生する渦電流を打ち消すように前記補正電流を制御する
請求項１又は２に記載の磁束検出ユニット。
【請求項４】
　前記制御部は、前記素子からの前記出力信号が入力される入力部と、前記素子で検出さ
れる磁束と前記出力信号との関係である参照データを記憶した記憶部と、を有し、
　前記制御部は、前記入力部に入力された現在の前記出力信号と前記記憶部に記憶された
前記参照データとしての前記出力信号とを比較して、前記補正電流を制御する請求項３に
記載の磁束検出ユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被測定対象に流れる電流により発生する磁束を検出する素子を備えた磁束検
出ユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、被測定対象に流れる電流により発生する磁束を検出する素子と、素子が実装され
た基板と、基板に電気的に接続されると共に基板が実装されたリードフレームとを備えた
磁束検出ユニットが知られている（例えば、特許文献１～２参照）。
【０００３】
　特許文献１には、被測定対象に流れる電流によって発生する磁束によりリードフレーム
に渦電流が発生することから、該渦電流を小さくするために、リードフレームにスロット
（穴）を設けた技術が開示されている。このスロットにより、渦電流の閉ループを小さく
すると共に渦電流の位置を移動させ、素子に対する渦電流の影響を低減し、素子における
磁束の検出精度を高めることができると記載されている。
【０００４】
　特許文献２には、磁場の急激な変化による過渡信号を低減させるために、素子から出力
される出力信号（電流）を、出力増幅器のグランドピンと信号出力ピンとの間の導電パス
を含む回路ループと逆方向となる補償ループに流す技術が開示されている。この補償ルー
プにより、出力信号のオーバーシュート又はアンダーシュートを減少させることができる
と記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１８－９９９１号公報
【特許文献２】特開２０１７－２１０４３号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の磁束検出ユニットは、渦電流をより低減させるためにスロット等の
切欠きの面積を増大させる必要があり、リードフレームが特殊な形状となる。その結果、
リードフレームの基板に対する実装強度が低下することから、改善の余地がある。また、
特許文献２に記載の磁束検出ユニットは、過渡信号を低減させることができたとしても、
単に出力信号をループさせているだけであるため、出力信号のリニアリティ特性を担保す
るためには改善の余地がある。
【０００７】
　そこで、検出精度の低下を防止すると共に、出力信号のリニアリティ特性を担保可能な
磁束検出ユニットが望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る磁束検出ユニットの特徴構成は、被測定対象に流れる電流により発生する
磁束を検出する素子と、前記素子が実装された基板と、前記素子に電流を供給する電源リ
ードフレームと、前記素子で検出された磁束の大きさに応じて発生した出力信号が出力さ
れる出力リードフレームと、前記基板が実装された実装面が形成され、接地端子を含む接
地リードフレームと、を有する導電性のリードフレームと、を備え、前記基板には、前記
素子に供給される電流とは異なる補正電流を流す導電パターンが設けられている点にある
。
【０００９】
　本構成では、素子に供給される電流とは異なる補正電流を流す導電パターンを基板に設
けているので、導電パターンに流す補正電流を個別に制御することが可能となる。これに
より、磁束検出ユニットに発生する渦電流に応じて補正電流の大きさを変更して、該渦電
流を確実に打ち消すことができる。
【００１０】
　また、補正電流の大きさを出力信号に応じて変更することが可能となるため、出力信号
のリニアリティ特性を担保することができる。つまり、従来のように出力信号に依存して
過渡信号を低減するのではなく、補正電流を個別に制御することで、出力信号のリニアリ
ティ特性を担保することができる。
【００１１】
　よって、検出精度の低下を防止すると共に、出力信号のリニアリティ特性を担保可能な
磁束検出ユニットを提供できた。
【００１２】
　他の特徴構成は、前記導電パターンは、前記素子を取り囲むように設けられている点に
ある。
【００１３】
　本構成のように、導電パターンとして素子を取り囲むように導電パターンを設ければ、
渦電流の流れる方向と逆方向に補正電流を流すことにより素子周辺の渦電流を打ち消すこ
とが可能となるため、素子の検出精度の低下をより防止することができる。しかも、被測
定対象に電流を流す前において磁束検出ユニットの検出精度を検査する場合、素子を取り
囲むように設けられた導電パターンに電流を流して磁束を発生させることにより、素子の
感度設定に異常がないか否かを判定することができる。
【００１４】
　他の特徴構成は、前記導電パターンに流す前記補正電流を制御する制御部をさらに備え
、前記制御部は、前記実装面に発生する渦電流を打ち消すように前記補正電流を制御する
点にある。
【００１５】
　磁束検出ユニットは、素子に電源から電流を供給することにより、接地リードフレーム
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の実装面に渦電流が発生しやすい。つまり、接地リードフレームにおける電流経路が一律
ではなく、この電流経路が電気抵抗となり渦電流が発生し、素子が渦電流に起因した磁束
を検出することにより、素子の磁束検出精度が低下してしまう。そこで、本構成のように
、実装面に発生する渦電流を打ち消すように渦電流の流れる方向と逆方向に渦電流と同じ
大きさの補正電流を流すように制御すれば、渦電流に起因する検出精度の低下を効果的に
防止することができる。
【００１６】
　他の特徴構成は、前記制御部は、前記素子からの前記出力信号が入力される入力部と、
前記素子で検出される磁束と前記出力信号との関係である参照データを記憶した記憶部と
、を有し、前記制御部は、前記入力部に入力された現在の前記出力信号と前記記憶部に記
憶された前記参照データとしての前記出力信号とを比較して、前記補正電流を制御する点
にある。
【００１７】
　本構成によると、出力信号のリニアリティ特性を判定する際、実際検出された出力信号
を、予め記憶された参照データにおける理想的な出力信号と比較することとなる。その結
果、実際検出された出力信号が参照データにおける理想的な出力信号から逸脱した場合、
制御部により、理想的な出力信号の直線上に実際の出力信号が位置するように、補正電流
が制御される。よって、出力信号のリニアリティ特性をリアルタイムで担保することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】電流センサの斜視図である。
【図２】磁束検出ユニットの概念図である。
【図３】磁束検出ユニットの制御例を示す図である。
【図４】磁束検出ユニットの制御例を示す図である。
【図５】別実施形態に係る磁束検出ユニットの概念図である。
【図６】別実施形態に係る磁束検出ユニットの概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下に、本発明に係る磁束検出ユニットの実施形態について、図面に基づいて説明する
。本実施形態では、磁束検出ユニットの一例として、電流センサＡに内蔵されたホールＩ
Ｃで構成される検出体３０として説明する。ただし、以下の実施形態に限定されることな
く、その要旨を逸脱しない範囲内で種々の変形が可能である。
【００２０】
［全体構成］
　電流センサＡは、導電体２０（被測定対象の一例）に流れる電流（以下、「被測定電流
」と言う）を測定するように構成されている。ここで、導電体２０に被測定電流が流れる
場合には、当該被測定電流の大きさに応じて導電体２０を中心として磁界が発生する（ア
ンペールの右手の法則）。この電流センサＡは、このような磁界において磁束を検出し、
検出された磁束に基づいて導電体２０に流れる被測定電流（電流値）を測定する。
【００２１】
　図１には本実施形態に係る電流センサＡの斜視図が示される。図１には平板状の導電体
２０が示されるが、以下では理解を容易にするために、導電体２０の厚さ方向をＸ、導電
体２０が延在する方向（延在方向）をＹとし、導電体２０の幅方向をＺとして説明する。
【００２２】
　電流センサＡは、コア１０と導電体２０と検出体３０とハウジング４０と回路基板Ｋと
を備えている。コア１０は、金属磁性体からなるＵ字状の平板を積層して形成されている
。金属磁性体とは、軟磁性の金属であり、電磁鋼板（珪素鋼板）やパーマロイ、パーメン
ジュール等が相当する。コア１０は、このような金属磁性体の平板から打ち抜き加工によ
りＵ字状に打ち抜き、これらを積層して形成されている。
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【００２３】
　本実施形態におけるコア１０は、第１の平板１１と第２の平板１２とを積層して構成さ
れている。第１の平板１１及び第２の平板１２は、夫々複数用いて構成されている。
【００２４】
　図１に示されるように、第１の平板１１は、Ｕ字状部１１Ａと、Ｕ字状部１１Ａの側面
１１ＣからＸ方向に沿って突出する突出部１１Ｂとを有している。Ｕ字状部１１Ａとは、
第１の平板１１のうち正面視がＵ字状に形成される部分である。突出部１１Ｂは、Ｕ字状
部１１Ａの側面１１Ｃのうち、Ｘ方向に直交する面（ＹＺ面に平行な面）に設けられてい
る。このような第１の平板１１は、Ｕ字状部１１Ａと突出部１１Ｂとが一体的に金属磁性
体からの打ち抜き加工により形成されている。
【００２５】
　第２の平板１２は、第１の平板１１のＵ字状部１１Ａと同形状のＵ字状部１２Ａを有し
ている。Ｕ字状部１１Ａと同形状とは、外形寸法が一致していることを意味し、第１の平
板１１と第２の平板１２とを積層した場合に、第１の平板１１のＵ字状部１１Ａと第２の
平板１２のＵ字状部１２ＡとがＹ方向視において一致することを言う。
【００２６】
　第１の平板１１と第２の平板１２とは、互いのＵ字状部１１Ａ、１２Ａを一致させて第
１の平板１１が積層方向中央側に配置されるように積層されている。第１の平板１１及び
第２の平板１２の積層面は、ＸＺ面に平行な面となり、積層方向はＹ方向が相当する。す
なわち、図１に示されるように、第２の平板１２が第１の平板１１よりも積層方向中央側
には配置されず、コア１０全体をＹ方向に沿って見た場合に、第２の平板１２／第１の平
板１１／第２の平板１２の順に積層されている。
【００２７】
　導電体２０は、被測定電流が流される平板であり、所定の幅を有する長尺状に構成され
ている。このような導電体２０は、コア１０のＵ溝の奥側に挿通されている。すなわち、
本実施形態に係る導電体２０は、コア１０がＵ字状を形成するＵ溝の底部５２の側に導電
体２０のＹＺ面と平行な一対の面と、コア１０のＵ溝側壁１３の面とが互いに平行、且つ
、コア１０の積層方向（Ｙ方向）と被測定電流の流れ方向とを一致させて挿通されている
。コア１０に挿通された導電体２０は、少なくともコア１０の内面（Ｕ溝側壁１３）から
離間して配設されている。これにより、コア１０と導電体２０とを絶縁することが可能と
なる。
【００２８】
　このような導電体２０は、図示しない３相モータとこの３相モータに通電するインバー
タとを電気的に接続するバスバーに直列接続されている。３相モータは、ハイブリッド車
両や電気自動車等の動力源に用いられる。したがって、導電体２０は、当該導電体２０の
厚さに平行な方向（Ｘ方向）に沿って少なくとも３つ並設されている。
【００２９】
　検出体３０は、コア１０のＵ溝の開口部３１の側に、検出方向を開口部３１の間隔方向
（Ｘ方向）に沿うように配置されている。開口部３１とはＵ溝の開口端部である。このた
め、検出体３０は導電体２０よりもＵ溝の開口端部に近い側に配置されている。また、コ
ア１０のＵ溝に配置された検出体３０と導電体２０との間は、空隙を有している。すなわ
ち、検出体３０と導電体２０とは離間して設けられている。これにより、検出体３０と導
電体２０とを絶縁することが可能となる。ここで、コア１０には、導電体２０に流れる電
流に応じて生じた磁束が集磁される。集磁された磁束は、検出体３０が配された近傍にお
いてコア１０の開口部３１の間隔方向（Ｘ方向）の磁界となる。
【００３０】
　検出体３０は、検出方向をＸ方向に一致させて配置されている。したがって、導電体２
０に流れる被測定電流により形成される磁界の強さ（磁束の大きさ）を効果的に検出する
ことが可能となる。
【００３１】
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　ハウジング４０は、コア１０と導電体２０と検出体３０とを支持する。本実施形態にお
けるハウジング４０は、コア１０と導電体２０と検出体３０とを覆う樹脂で構成されてい
る。
【００３２】
　第１の平板１１の突出部１１Ｂには、ハウジング４０により第１の平板１１及び第２の
平板１２の積層方向両側から支持される積層方向支持部１６が設けられる。第１の平板１
１及び第２の平板１２の積層方向とは、Ｙ方向である。コア１０は、積層方向支持部１６
によりＹ方向両側から支持されているので、コア１０のＵ字状の部分に圧縮歪が生じない
ように構成されている。
【００３３】
　また、突出部１１Ｂにおける開口奥側の位置に設けられた肩部に開口部３１の側と反対
側からハウジング４０が当接することにより、Ｕ溝の開口方向に沿ってコア１０を支持す
る開口方向支持部１７が備えられる。突出部１１Ｂにおける開口奥側の位置とは、第１の
平板１１の突出部１１ＢにおけるＵ字状部の湾曲する側の位置である。
【００３４】
　第１の平板１１と第２の平板１２とを積層した場合に第１の平板１１の開口方向支持部
１７と積層方向に沿って一致するように、第２の平板１２のＵ字状部１２Ａの側方にも開
口方向支持部１９が設けられている。すなわち、第１の平板１１と第２の平板１２とを用
いてコア１０を形成した場合に、第２の平板１２の開口方向支持部１９が第１の平板１１
の開口方向支持部１７とＹ方向視において一致するように設けられている。
【００３５】
　本実施形態における開口方向支持部１７及び開口方向支持部１９は、Ｕ溝の底部５２と
間隔方向に沿って一致するよう構成されている。間隔方向に沿って一致するとは、Ｘ方向
に底部５２と開口方向支持部１７及び開口方向支持部１９とが並んで配置され、底部５２
のＺ方向の位置と、開口方向支持部１７及び開口方向支持部１９のＺ方向の位置とが一致
している状態をいう。これにより、底部５２と開口方向支持部１７及び開口方向支持部１
９とは開口方向の位置が同じであり、互いにモーメントが生じないので、コア１０のＵ字
状の部分に圧縮歪が生じないようにすることが可能となる。
【００３６】
［検出体］
　図２に示すように、検出体３０は、ホール素子等で構成される素子Ｈと、素子Ｈが中央
に実装されたＩＣ基板３０Ａ（基板の一例）と、ＩＣ基板３０Ａと電気的に接続されたリ
ードフレームＦと、これら素子Ｈ，ＩＣ基板３０Ａ及びリードフレームＦを取り囲む樹脂
部３０Ｂと、ＩＣ基板３０Ａに実装された制御部９と、を備えている。上述したように、
検出体３０は、検出方向をＸ方向に一致させて配置されているので、素子Ｈの磁束検出面
はＹＺ面に平行に配置されている。
【００３７】
　ＩＣ基板３０Ａは、シリコンウェハ等で構成されており、後述する接地リードフレーム
Ｆ４の実装面Ｆ４Ｂに接着等により実装されている。ＩＣ基板３０Ａは、中央に素子Ｈが
実装され、この素子Ｈの出力信号を増幅するための増幅回路や、バッテリで構成される電
源Ｐからの電流を素子Ｈに供給するための電源回路等の各種回路を含んでいるが図示を省
略する。
【００３８】
　本実施形態におけるＩＣ基板３０Ａは、素子Ｈを取り囲むように設けられた導電パター
ン３３を有している。この導電パターン３３には電源Ｐからの電流が供給されており、電
流値（電圧値）を変換するレギュレータ３２が、素子Ｈに電流を供給する経路上（不図示
）及び導電パターン３３の経路上に電気的に接続されている。導電パターン３３は、ＩＣ
基板３０Ａ上に銅の薄膜等を形成することにより実装されている。レギュレータ３２は、
公知のレギュレータで構成されており、電源Ｐから供給された電流値を変換して、素子Ｈ
と導電パターン３３とに変換した電流を夫々流す。
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【００３９】
　リードフレームＦは、銅等の導電性の薄板で構成されており、電源リードフレームＦ１
と出力リードフレームＦ２と予備リードフレームＦ３と接地リードフレームＦ４と、を有
している。リードフレームＦは、ワイヤーボンディング等によりＩＣ基板３０Ａと電気的
に接続されている。なお、出力リードフレームＦ２及び予備リードフレームＦ３と電気的
に接続されたワイヤーは図示を省略している。
【００４０】
　電源リードフレームＦ１は、素子Ｈに電流を供給するために、電源ＰとＩＣ基板３０Ａ
との間で電気的に接続されている。電源リードフレームＦ１は、素子Ｈに電流を流す電源
端子Ｆ１ａを含んでおり、この電源端子Ｆ１ａを導電パターン３３に電流（補正電流）を
流す補正電流入力端子と兼用している。本実施形態では、電源端子Ｆ１ａと補正電流入力
端子とを兼用し、レギュレータ３２を分岐点として、レギュレータ３２から素子Ｈまでの
電源回路（不図示）とレギュレータ３２から導電パターン３３までの補正電流入力回路と
を並列回路で構成し、電源リードフレームＦ１に印加される所定電圧（例えば５Ｖ）に応
じて夫々電流が流れるように構成している。つまり、ＩＣ基板３０Ａには、素子Ｈに供給
される電流とは異なる補正電流を流す導電パターン３３が設けられている。
【００４１】
　出力リードフレームＦ２は、素子Ｈが検出した磁束の大きさに応じて出力された出力信
号（出力電圧）を回路基板Ｋに伝達（出力）する。この出力信号はＩＣ基板３０Ａの増幅
回路により増幅されており、後述する制御部９の入力部９１に入力される。
【００４２】
　予備リードフレームＦ３は、回路基板Ｋと電気的に接続されていないリードフレームＦ
である。なお、予備リードフレームＦ３を省略して、リードフレームＦを、電源リードフ
レームＦ１と出力リードフレームＦ２と接地リードフレームＦ４との３つで構成しても良
い。
【００４３】
　接地リードフレームＦ４は、素子Ｈをグランド接続するための接地端子Ｆ４ａを含む長
尺状のリード部Ｆ４Ａと、ＩＣ基板３０Ａが実装された実装面Ｆ４Ｂとを有している。本
実施形態では、導電パターン３３をグランド接続するための補正電流接地端子を、接地端
子Ｆ４ａと兼用している。実装面Ｆ４Ｂは、素子Ｈの表面積よりも大きな表面積を有して
おり、ＩＣ基板３０Ａを支持している。ＩＣ基板３０Ａは、接地リードフレームＦ４の実
装面Ｆ４Ｂの中央部分に実装されている。
【００４４】
　樹脂部３０Ｂは、素子Ｈが実装されたＩＣ基板３０Ａと、ワイヤーボンディング等によ
りＩＣ基板３０Ａと電気的に接続されたリードフレームＦの一端と、をインサート成形に
より封入する樹脂で構成されている。つまり、ＩＣ基板３０Ａは外部から視認できず、樹
脂部３０Ｂ及びリードフレームＦが外部から視認可能に構成されている。
【００４５】
　制御部９は、ＩＣ基板３０Ａに実装されている。この制御部９は、入力部９１と記憶部
９２と補正電流制御部９３とを有している。なお、制御部９をマイコンで構成して、ＩＣ
基板３０Ａに対して信号のやり取りを実行しても良い。
【００４６】
　入力部９１には、素子Ｈからの出力信号が入力される。つまり、素子Ｈが検出した磁束
の大きさに応じて出力されたリアルタイムの出力信号が、入力部９１に入力される。
【００４７】
　記憶部９２は、素子Ｈが検出した磁束の大きさに応じて発生する出力信号に関する参照
データが記憶されている。参照データとは、素子Ｈが検出した磁束の大きさ（磁束密度）
と出力信号としての出力電圧との関係を示すデータであり、磁束の変化量に比例して出力
電圧が直線状に変化するリニアリティ特性を有している（図３参照）。この参照データは
、予め作成されたデータであり、検出体３０の個体差を反映した固有の値に設定されてい
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る。
【００４８】
　補正電流制御部９３は、公知のコンパレータやレギュレータ等で構成されている。記憶
部９２に記憶する参照データを作成するにあたり、検出体３０を電流センサＡに組み込む
前において、補正電流制御部９３により制御された電流を導電パターン３３に流す。その
結果、導電パターン３３に流れる電流に応じて発生する磁束量が変化し、この変化する磁
束量に応じて発生する素子Ｈの出力電圧が入力部９１に入力される。これにより、図３に
示すように、磁束密度と出力電圧との関係を示す参照データを、検出体３０の個体差を反
映して取得することができる。また、検出体３０を電流センサＡに組み込んだ後において
は、導電体２０に電流が流れていないときに、補正電流制御部９３が導電パターン３３に
流す電流を制御することで、検出体３０が正常に機能しているか否かを判定することがで
きる。
【００４９】
　ところで、電流センサＡは、素子Ｈに電源Ｐから電流の供給を開始するときに、接地リ
ードフレームＦ４の実装面Ｆ４Ｂに渦電流が発生しやすい。つまり、接地リードフレーム
Ｆ４における電流経路が一律ではなく、この電流経路が電気抵抗となり渦電流が発生し、
素子Ｈが渦電流に起因した磁束を検出することにより、素子Ｈの磁束検出精度が低下して
しまう。
【００５０】
　そこで、本実施形態における補正電流制御部９３は、接地リードフレームＦ４の実装面
Ｆ４Ｂに発生する渦電流を打ち消すように、渦電流の流れる方向と逆方向且つ同じ大きさ
の補正電流を導電パターン３３に流す制御を行う。この補正電流制御部９３は、実装面Ｆ
４Ｂに発生する渦電流を打ち消すように補正電流を制御するので、実装面Ｆ４Ｂに発生し
た渦電流に起因する検出精度の低下を効果的に防止することができる。
【００５１】
　さらに、本実施形態における補正電流制御部９３は、入力部９１に入力された現在の出
力信号と記憶部９２に記憶された参照データとしての出力信号とをコンパレータ等で比較
して、現在の出力信号が参照データの出力信号に近付くように、レギュレータ等で電圧調
整された補正電流を導電パターン３３に流す制御を実行する。具体的には、図４に示すよ
うに、補正電流制御部９３は、入力部９１に入力された現在の出力信号の勾配を一点鎖線
として取得し、一点鎖線の勾配が参照データの出力信号における直線勾配に近付くように
補正電流を導電パターン３３に流す制御を実行する。図４の例では、プラスの出力電圧の
場合、時計回りに補正電流を流すことにより、参照データの出力信号における直線勾配か
ら外れた出力信号が、該直線勾配上になるように補正される。
【００５２】
　このように、補正電流制御部９３が出力信号のリニアリティ特性を判定する際、実際検
出された出力信号を、予め記憶された参照データにおける理想的な出力信号と比較するこ
とになる。その結果、実際検出された出力信号が参照データにおける理想的な出力信号か
ら逸脱した場合、補正電流制御部９３により、理想的な出力信号の直線上に実際の出力信
号が位置するように、補正電流が制御される。よって、出力信号のリニアリティ特性をリ
アルタイムで担保することができる。
【００５３】
［その他の実施形態］
（１）図５に示すように、導電パターン３３を素子Ｈの周囲の一部のみに設けても良い。
この場合、導電パターン３３の配置に設計自由度が高まるため、ＩＣ基板３０Ａに実装さ
れる増幅回路等の他の回路と干渉しないように導電パターン３３を設けることが容易とな
る。
（２）図６に示すように、予備リードフレームＦ３は、レギュレータ３２の作動を制御す
るための制御信号を伝達する制御用のリードフレームＦとして構成しても良い。この場合
、制御部９が回路基板Ｋに実装されることとなり、磁気検出ユニットは、検出体３０と、
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を変換するレギュレータとは別に、制御部９により制御されるレギュレータ３２がＩＣ基
板３０Ａに実装されることとなる。レギュレータ３２が三端子レギュレータの場合は、補
正電流制御部９３による制御信号に基づきレギュレータ３２の可変抵抗の抵抗値を変化さ
せ、電源リードフレームＦ１から供給された電流を所定値に変換可能に構成されている。
なお、予備リードフレームＦ３は、検出体３０の４つのリードフレームＦのうち、２つの
リードフレームＦ２，Ｆ３の１つを用いた例を図示しているが、新たに制御用のインプッ
トピンを追加しても良い。
【００５４】
（３）上述した実施形態における制御部９の補正電流制御部９３にレギュレータを設けな
くても良い。この場合でも、予め設定された所定電流を導電パターン３３に流すことによ
り、素子Ｈに電源Ｐから電流を供給したとき、接地リードフレームＦ４の実装面Ｆ４Ｂに
流れる渦電流を打ち消すことができる。
（４）上述した実施形態における検出体３０は、電源リードフレームＦ１に設けた電源端
子Ｆ１ａを補正電流入力端子として構成したが、電源リードフレームＦ１に補正電流入力
端子を別に設けても良い。また、補正電流入力端子が設けられた別のリードフレームを備
えても良い。この場合、レギュレータ３２は、素子Ｈに供給される電流値を変換するため
だけに用い、導電パターン３３に流す補正電流の電流値は、補正電流制御部９３に含まれ
るレギュレータにより制御しても良い。
（５）上述した磁気検出ユニットは、電流センサＡ以外の各種センサに用いることができ
る。
【産業上の利用可能性】
【００５５】
　本発明の磁束検出ユニットは、導電体に流れる電流を測定する電流センサ等に用いるこ
とが可能である。
【符号の説明】
【００５６】
９　　　：制御部
２０　　：導電体（被測定対象）
３０　　：検出体（磁気検出ユニット）
３０Ａ　：ＩＣ基板（基板）
３３　　：導電パターン
９１　　：入力部
９２　　：記憶部
Ａ　　　：電流センサ
Ｆ　　　：リードフレーム
Ｆ１　　：電源リードフレーム
Ｆ２　　：出力リードフレーム
Ｆ４　　：接地リードフレーム
Ｆ４Ｂ　：実装面
Ｆ４ａ　：接地端子
Ｈ　　　：素子
Ｐ　　　：電源
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